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〔（株）メディア開発綜研作成〕

政治 事件・事故 娯楽・演芸 地域情報 スポーツ

経済・金融 災害 音楽・映画 商品情報 ドラマ・劇 映画会社 番組プロダクション

テレビ局 コンテンツ事業者
記者（報道）

取材協力者

出版産業 劇映画産業 新聞産業

音楽産業 アニメ産業 その他 エージェント等

海外のコンテンツ事業者

番組編成

プロデューサー

ディレクター

技術スタッフ

番組企画

台本作成

番組制作

番組送出

民放テレビ（ラ・テ兼営社含む）

コンセプトの設定

出演者の選定
→出演交渉
ロケハン

生放送

NHK
（一部民放番組）

制作協力／委託

放送作家

実演家

業務委託

撮影／録音
→編集／加工

民放（広告放送）
CMの挿入

テレビ放送事業者

ラジオ放送事業者

納品

営業スタッフ

制作プロダクション
（CM制作も行う）
119社（ATP正会員社）

芸能プロダクション
（制作プロダクション機能を有する事業者もある）
業務委託

専門プロダクション（孫請け／ひ孫請け）
撮影／カメラマン 照明 ビデオエンジニア（VE）

美術／CG制作 音声 技術 スタジオ

人材派遣業務委託
ポストプロダクション
90社（JPPA正会員社）（映像処理／調整等）

業務委託（兼業もあり）

CMプロダクション

地上波テレビ広告費1兆8,088億円（2015年／前年比98.6%）
ラジオ広告費1,254億円（2015年／前年比98.6%）

テレビCM制作費
2,145億円

（2015年／前年比98.8%）
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NHK

地域
放送局

6,879億円
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テレビ単営社 ラ・テ兼営社 中・短波単営社 FM単営社
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94社
1兆8,785億円

33社
3,422億円

15社
501億円

51社
（県域局）
625億円 275社

126億円

ラジオ聴取者・テレビ視聴者

127事業者 2兆2,208億円
民放ラジオ単営社

66事業者 1,127億円
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放映権販売

ビデオ化権販売

ネットワーク
配信権販売

映画化権販売

ソフト使用料
（素材利用等）

電波による送信

放送用無線局（特定地上基幹放送）
アナログ：2,552局
デジタル：1万2,947局
（2016年3月末時点）

CATVによる再送信
（共聴アンテナ等を含む） CATV加入世帯数

加入世帯数：3,036万世帯
（総世帯普及率：54.8%）
（2016年3月末時点）

テレビ受像機
普及率：98.1%

100世帯当たり保有台数：
215.5台

（2015年3月末／
二人以上の世帯）

ワンセグ対応
携帯電話

1億6,648万台
（2014年3月末／
  延べ出荷台数）

テレビ視聴時間（関東地区）
世帯平均 7時間21分

総世帯視聴率（HUT／関東地区）
週平均6～24時台 40.8％　週平均20時台 63.5％

ラジオ全局平均聴取率（関東地区）
6.1％

ラジオ聴取分数（聴取者平均／関東地区）
1時間55分

（2015年度）

約3.5万人
民放従業員数と
NHK職員数の合計

番組完成

《普及台数》（2011年7月末時点／延べ出荷台数）
薄型テレビ 8,041万台
デジタルチューナー（チューナー内蔵録画機を含む） 
 3,345万台
《出荷台数》（2015年／国内出荷台数）
薄型テレビ 512.2万台
DVDビデオ   67.5万台
BDレコーダー／プレイヤー 273.3万台

ラジオ受信機
《普及台数》（推計値）
一般ラジオ 1億3,000万台
カーラジオ 7,300万台
《出荷台数》
（2015年／国内出荷台数）
ラジオ受信機 141.4万台
ステレオセット  39.1万台

情報、モノの流れ
お金の流れラジオ・テレビ産業構造図


